
 物品購入等の契約に係る一般競争入札及び指名競争入札参加

者に必要な資格、資格審査の申請の時期及び方法等について  

平成１５年１２月１日 

阿南市告示第６０号  

第１ 入札に参加できない者  

  次の各号のいずれかに該当する者は、特別の理由がある場

合のほか、阿南市が発注する物品購入等の契約に係る入札に

参加することができない。  

⑴  当該入札に係る契約を締結する能力を有しない者  

⑵  破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者  

⑶  暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成

３年法律第７７号）第３２条第１項各号に掲げる者   

⑷  競争入札参加資格審査申請書（様式第１号。以下「申請

書」という。）及びその添付書類に故意に虚偽の事実を記

載した者 

第２ 入札参加者の資格 

  入札に参加することができる者は、次の各号に掲げる資格

審査事項により審査して行う。  

⑴  審査基準日（法人にあっては第３の⑴又は⑵に規定する

提出の時期の直前の決算日をいい、個人にあっては第３の

⑴又は⑵に規定する提出の時期の直前の１月１日をいう。

以下同じ。）の直前２年の各事業年度における販売高、製

造高等について算出した年間平均販売高、製造高等  

⑵  経営規模 

  ア  自己資本額又は事業所得の金額（法人にあっては審査

基準日の直前１年の決算における「資本の部」の合計金

額をいい、個人にあっては審査基準日の直前１年の当該

事業に係る専従者控除前の事業所得の金額をいう。）  

  イ  従業員数（審査基準日における正規職員数をいう。）  

  ウ  営業年数（審査基準日までの営業年数をいう。）  



第３ 申請書の提出の時期等  

   入札に参加する資格の審査（以下「資格審査」という。）

を受けようとする者は、次の各号に掲げる資格審査の区分に

応じ、当該各号に定める期間に申請書を市長に提出しなけれ

ばならない。 

⑴  定期資格審査（令和４年以降４年ごとに行う資格審査を

いう。以下同じ。）定期資格審査を行う年（以下「基準

年」という。）の７月１日から同月末日までの間  

 ⑵  追加資格審査（定期資格審査の申請書の提出期間経過後

から次回の定期資格審査の申請書の提出期間の到来前に行

う資格審査をいう。以下同じ。）次のアからウに掲げるい

ずれかの期間 

ア  ８月１日から同月末日まで  

イ  １１月１日から同月末日まで  

ウ  １月１１日から２月１０日まで  

２  営業種目の追加を希望する者（当初申請書提出時に当該登

録可能な希望業種数を申請していなかった者に限る。）、営

業品目の変更及び委任先の新設等を希望する者は、前項の⑵

に規定する期間内に申請することができる。  

第４ 資格の有効期間 

 ⑴  定期資格審査の結果、その資格の当該有効期間は、基準

年の１０月１日から始まる４年の期間とする。                           

 ⑵  追加資格審査の結果、その資格の当該有効期間の始期

は、第３の⑵に掲げる申請期間であるアの期間に申請書を

受理した場合は、当該受理した日の属する年の１０月１日

から、イの期間に申請書を受理した場合は、当該受理した

日の属する年の翌年の１月１日から、ウの期間に申請書を

受理した場合にあっては当該受理した日の属する年の４月

１日（ただし、長期継続契約の場合は、同年３月１日）と

し、当該有効期間の終期は、定期資格審査の有効期限が満



了する日の同日とする。  

第５ 申請書の添付書類 

  申請書を提出する場合には、次に掲げる書類を添付しなけ

ればならない。ただし、市長がその必要がないと認める書類

については、その添付を省略することができる。  

 ⑴  営業種目区分表（様式第２号）  

⑵  誓約書（様式第３号）  

 ⑶  法人にあっては登記事項証明書、個人にあっては申請に

係る営業を現にしている旨を証明する書面及び代表者の身

分証明書 

 ⑷  納税証明書 

 ⑸  印鑑証明書 

 ⑹  許可、資格等保有確認票（様式第４号）  

 ⑺  許可、認可等を証明する書類  

 ⑻  前各号に掲げるもののほか、参考となる事項  

第６ 変更届 

  申請書を提出した者は、次の各号のいずれかに掲げる事項

に変更があったときは、直ちに競争入札参加資格審査申請変

更届（様式第５号）に第５に掲げる書類のうち当該変更に係

る書類を添付して届け出なければならない。  

 ⑴  商号又は名称 

 ⑵  住所又は所在地 

 ⑶  代表者又は受任者の氏名  

 ⑷  代表者登記印鑑 

 ⑸  使用印鑑 

 ⑹  前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項  

第７ 資格の取消し 

入札の参加資格を有する者が、次の各号のいずれかに該当

するに至った場合においては、当該資格を取消し、その事実

があった後２年間は入札に参加させないことができる。その



者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理人として使

用する者についても、同様とする。  

⑴  契約の履行に当たり、故意に製造その他の役務を粗雑に

し、又は物件の品質若しくは数量に関して不正の行為をし

た者     

⑵  入札において、その公正な執行を妨げた者又は公正な価

格の成立を害し、若しくは不正の利益を得るために連合し

た者 

⑶  落札者が契約を締結すること又は契約者が契約を履行す

ることを妨げた者 

⑷  地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３４条の２

第１項の規定による監督又は検査の実施に当たり職員の職

務の執行を妨げた者 

⑹  申請書及びその添付書類に故意に虚偽の事実を記載した

ことが判明した者 

⑺  有効期限内において納付すべき税を納付していない者  

⑻  前各号のいずれかに該当する事実があった後２年を経過

しない者を契約の履行に当たり、代理人、支配人その他の

使用人として使用した者  

２  市長は、前項の規定により資格を取り消したときは、その

旨を通知するものとする。  

第８ 令和４年４月１日から同年９月３０日までの期間の入札

参加資格の取扱い 

  新たに入札に参加する資格の審査を受けようとする者又は

第３の２に規定する資格審査を受けようとする者は、令和４

年１月１１日から２月１０日の間に申請書を提出することが

できる。この場合において、入札参加資格を有していると認

められた者の当該資格の有効期間は、令和４年４月１日から

同年９月３０日までとする。  

２  令和４年３月３１日まで入札参加資格を有する者の当該有



効期限の満了は、令和４年９月３０日まで延長するものと

し、それに伴う委任状の有効期限も、同様とする。  

 改正沿革  

 （平成１７年１１月２４日告示第４７号）  

 平成１８年４月１日から適用する。  

 （平成１９年１１月１３日告示第４３号）  

 平成１９年１２月１日から適用する。  

（平成２１年１１月２０日告示第８５号）  

 平成２１年１２月１日から適用する。  

 （平成２３年１２月５日告示第９３号）  

 平成２４年１月１日から適用する。  

 （平成２８年２月２６日告示第１５号）  

 平成２８年２月２６日から適用する。  

 （令和元年１１月２９日告示第４３号）  

 令和元年１１月２９日から適用する。  

 （令和３年１１月１日告示第１３２号）  

 令和３年１１月１日から適用する。  

 （令和４年４月２８日告示第４３号）  

 令和４年５月１日から適用する。  

 （令和４年９月２２日告示第９１号）  

 令和４年１０月１日から適用する。  

 

 

 

 


